
 

小田原都市計画地区計画の決定（小田原市決定） 

都市計画小船森地区地区計画を次のように変更する。 

 

名         称 小船森地区地区計画 

位         置 
小田原市小船字森、字大畑及び字永福並びに中村原字寺ノ前、字新

造及び字金山 

面         積 約６．９ｈａ 

地区計画の目標 

  本地区は、ＪＲ東海道本線国府津駅から北東約２．６キロメートル

に位置し、組合施行の土地区画整理事業が行われ、道路・公園等の公

共施設を中心とした整備がなされる地区であり、地区計画を定めるこ

とにより、建築物用途の混在、あるいは敷地の細分化などによる居住

環境の悪化を防止し、健全で潤いのある住宅地の形成を目指す。 

土地利用の方針 

  地区内を横断する新幹線沿いに公園等の公共施設を配置し、騒音等

に対する緩衝効果を期待するとともに、良好な居住環境を有する住宅

地の形成を図る。 

地 区 施 設 の 

整 備 の 方 針 

  土地区画整理事業により整備された、道路、公園、緑地について、

その維持と保全を図る。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

建 築 物 等 の 

整 備 の 方 針 

  居住環境の悪化を防止するため、Ａ地区については、建物の用途の

制限、敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物の高さの最高

限度、垣・さくの構造制限、また、Ｂ地区については、建物の用途制

限、敷地面積の最低限度によって良好な居住環境を確保する。 

区画道路 
 幅員８．０ｍ 延長 約 ４８０ｍ 

 幅員６．０ｍ 延長 約１４２０ｍ 道

路 歩 行 者 

専用道路 

幅員４．０ｍ 延長 約  ４２ｍ 

幅員３．０ｍ 延長 約 １１９ｍ 

地
区
施
設
の
配
置
及
び

規
模 

公 園 等 
 公 園  １箇所  面積 約０．２１ｈａ 

 緑 地  ５箇所  面積 約０．１９ｈａ 

地区の 

名 称 
A－１地区 Ａ－２地区 B  地  区 地 

区 

の

区    

分 

地区の 

面 積 
約１．２ｈａ 約２．０ｈａ 約３．７ｈａ 

地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

建築物等の用

途の制限 

 

次に掲げる建築物以外の建築物

は建築してはならない。 

１ 住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他こ

れらに類する用途を兼ねるもの

のうち建築基準法施行令（以下

令という。）第１３０条の３で定

めるもの 

３ 共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 学校（大学、高等専門学校、

専修学校及び各種学校を除く。 

）、図書館その他これらに類する

もの 

５ 神社、寺院、教会その他これ

らに類するもの 

次に掲げる建築物は建築しては

ならない。 

１ 工場（令第１３０条の６で定

めるものを除く。） 

２ ボーリング場、スケート場、

水泳場等 

３ ホテル又は旅館 

４ 自動車教習所 

５ 令第１３０条の７で定める規

模の畜舎 

６ 3階以上の部分を建築基準法 

 別表第２（以下別表という。）

（い）項に掲げる建築物以外の

建築物の用途に供するもの（別

表（は）項第２号から第４号ま 



 

 

 

 

 

  ６ 老人ホーム、保育所、身体障

害者福祉ホームその他これらに

類するもの 

７ 公衆浴場（風俗営業等の規則

及び業務の適正化等に関する法

律第２条第４項第１条に該当す

る営業にかかるものを除く。） 

８ 診療所 

９ 巡査派出所、公衆電話所その

他これらに類する政令で定める

公益上必要な建築物 

10 前各号の建築物に付属するも

の（令第１３０条の５で定める

ものを除く。） 

 で及び第７号に掲げるものを除

く。） 

７ 別表（い）項に掲げる建築物

以外の建築物の用途に供するも

のでその用途に供する部分の床

面積の合計が、1,500㎡を超える

もの（別表（は）項第２号から

第４号まで並びに令第１３０条

の７の２第１号及び第２号に掲

げるものを除く。） 

建築物の延べ

面積の敷地面

積に対する割

合の最高限度 

１０／１０  

１５０㎡ 

共同住宅の敷地面積は１５０㎡

以上かつ住宅戸数に５０㎡を乗じ

た面積以上とする。 

１３０㎡ 建築物の敷地

面積の最低限

度 

ただし、土地区画整理事業によ

り換地された土地の全部を一の敷

地として使用する場合(共同住宅の

敷地として使用する場合は除く。)

及び巡査派出所、公衆電話所その

他これらに類する公益上必要な建

築物の敷地として使用する場合に

ついてはこの限りでない。 

ただし、土地区画整理事業によ

り換地された土地の全部を一の敷

地として使用する場合及び巡査派

出所、公衆電話所その他これらに

類する公益上必要な建築物の敷地

として使用する場合についてはこ

の限りでない。 

壁面の位置の

制限 

建築物 (車庫は除く。) の外壁

若しくはこれに代わる柱の面、ま

たは建築物に附属する高さ２ｍを

超える門の面から道路境界までの

距離は１ｍ以上とする。（ただし、

出窓は除く。） 

 

  

建築物等の高

さの最高限度 

  

 １０ｍ 

 

１０ｍ（建築物

の各部分の高さ

は、当該部分から

前面道路の反対

側の境界線又は

隣地境界線まで

の真北方向の水

平距離に１．２５

を乗じて得たも

のに５ｍを加え

たもの以下とす

る。） 

 



 

 

 

「区域、地区整備計画の区域、地区施設の配置は計画図表示のとおり。」 

  垣又はさくの

構造の制限 

道路に面する垣又はさくの構造

は次の各号のいずれかとしなけれ

ばならない。 

１ 生垣 

２ 鉄柵、金網等の透視可能なフ

ェンスで宅地地盤面からの高さ

が１．２ｍ以下とする。 

ただし、宅地地盤面からの高

さが０．７ｍ以下の部分は、こ

の限りではない。また敷地側は

緑化する。 

 


